
旅館業と住宅宿泊事業の違い（概要）

旅館業 住宅宿泊事業（民泊）

必要な
手続き

保健所に許可申請を行う

〈手数料〉

・必要

保健所に届出を行う

〈手数料〉

・不要

営業日数
制限

制限なし 制限あり(年間１８０日以内)

立地規制 立地規制あり

（住居専用地域等での営業は不可）

原則、立地規制なし

※市街化調整区域は営業不可の

場合あり

建築基準法上
の用途

ホテル又は旅館 住宅、長屋、共同住宅、寄宿舎

施設基準 客室、便所、洗面、浴室等それぞれに基
準あり

台所、浴室、便所及び洗面設備が設けら

れていること

管理業者への

業務委託義務

規定なし
(旅館・ホテル営業で施設に従業員等が
常駐しない場合は、通常おおむね10分
程度で従業員等が駆けつける体制を整
備する必要がある)

規定あり

・次の①又は②のいずれかに該当する場

合は、国土交通大臣の登録を受けた住

宅宿泊管理業者に管理を委託する必要

がある。

①居室が6室以上ある場合

②住宅に人を宿泊させる間、届出者が

不在※となる場合

※届出者が法人格の場合は管理業者へ

の委託が必要（又は管理業の登録を受

ける）

営業日数等の
定期報告義務

なし あり（偶数月２か月毎）

参考サイト 岡山県生活衛生課

「旅館業に関するページ」

https://www.pref.okayama.jp/

page/469251.html

観光庁 民泊ポータルサイト

https://www.mlit.go.jp/kankoc

ho/minpaku/


	スライド 1: 旅館業と住宅宿泊事業の違い（概要） 

